
注記事項

 （貸借対照表関係）
   （１）役職員の退職給付引当金の見積額は、4,607,563,325円となっております。

（損益計算書関係）

　　①本年度中に発生した退職手当を一般管理費人件費に計上しております。 
　　②役員に係る退職手当については、文部科学省独立行政法人評価委員会からの業績勘案率の決定を受けてい

 （キャッシュ・フロー計算書関係）
   （１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 　　　　　　　　　　　　　

現金及び預金勘定 3,331,561,399 円

定期預金 △ 844,415,118 円
資金期末残高 2,487,146,281 円

   （２）重要な非資金取引
     ①ファイナンスリースによる資産の取得

工具器具備品 462,707,172 円

  （行政サービス実施コスト計算書関係）
　（１）政府出資等の機会費用及び政府からの無利子による融資取引の機会費用の計算に使用した利率は1.3％で
　　　 あります。

  （２）引当外退職給付増加見積額
　　　 引当外退職給付増加見積額のうち、文部科学省令第十五条第一号区分（基金区分）における国又は地方公
　　　 共団体からの出向職員に係るものが4,207,442円含まれております。

　（有価証券関係）
　（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの

貸借対照表日におけ
る時価

(単位：円）

差額
(単位：円）

47,635,943,200 4,616,105,703
2,160,020,000 △ 34,369,255

49,795,963,200 4,581,736,448

　（２）時価評価されていない有価証券の内容

満期保有目的の債券
　　外国債 20,000,000,000

　（３）満期保有目的の債券の貸借対照表日後における償還予定額

種類
1年以内

(単位：円）
5年超10年以内

(単位：円）
10年超

(単位：円）

１．債券
  (１)国債 9,000,000,000 11,810,000,000 3,500,000,000
  (２)地方債 2,946,000,000 4,100,000,000 -
  (３）事業債 - 4,500,000,000 1,500,000,000
  (４）金融債 5,110,000,000 - -
  (５）財投機関債 - 200,000,000 600,000,000
  (６）外国債 - - 20,000,000,000

合　計 17,056,000,000 20,610,000,000 25,600,000,000

　（４）当期中に売却した満期保有目的の債券

種類 売却原価(単位：円） 売却損益(単位：円） 売却の理由

国債　他 6,499,798,847 27,691,153
より運用利回りの高い債券に
切り換えるため

6,499,798,847 27,691,153

　　   ないため、仮定業績勘案率を1.0として算出した5,206,800円を含んで計上しております。

  （１）本年度中における退職手当の計上方法
① 度

売却額（単位：円）

6,527,490,000

1年超5年以内
(単位：円）

1,500,000,000
-

貸借対照表計上額(単位：円）

合　計

6,527,490,000

2,000,000,000

500,000,000
-
-
-

区分

時価が貸借対照表計上額を超えるもの
時価が貸借対照表計上額を超えないもの

種類

貸借対照表日における
貸借対照表計上額

(単位：円）

43,019,837,497
2,194,389,255

45,214,226,752

somu-guest



　(退職給付関係）

　　（１）採用している退職給付制度の概要

　当法人は、確定給付型の制度として退職一時金制度と厚生年金基金制度（文教関係団体厚生年金基金）を
　併用しております。なお、当該厚生年金基金には昭和61年2月の設立時に加入いたしました。

　　（２）退職給付債務に関する事項
(単位:円）

当事業年度
(平成17年3月31日）

68,127,331
32,876,832
35,250,499
21,149,747
46,977,584
8,821,268

55,798,852
55,798,852

　　（３）退職給付費用に関する事項
(単位:円）

当事業年度
(平成17年3月31日）

6,110,111
7,843,210
1,528,906

△ 364,682
　（４）数理計算上の差異の費用処理額 △ 2,564,541
　（５）従業員拠出額 △ 879,804

547,022

　　（４）退職給付債務の計算基礎

当事業年度
(平成17年3月31日）

期間定額基準
2.50％
2.13％
2年

 （重要な債務負担行為）
     該当事項はありません。

 （重要な後発事象）
     該当事項はありません。

　（１）退職給付債務
　　　退職一時金に係る債務
　　　厚生年金基金に係る債務

  （５）貸借対照表計上額純額　（３）+（４）

　（２）年金資産
　（３）未積立退職給付債務　（１）-（２）

　（６）退職給付引当金

　（４）未認識数理計算上の差異

退職給付費用
　（１）勤務費用
　（２）利息費用
　（３）期待運用収益

　（２）割引率（％）
　（３）期待運用収益率(％）
　（４）数理計算上の差異の処理年数(年）

　（６）厚生年金基金団体における脱退事業所に係る配分加算額

　（１）退職給付見込額の期間配分方法


